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日本企業は、輸出で稼ぐモデル、円高を背景に海外製造拠点を設立するモデルが主
流であった。特に海外拠点設立に際しては、現地の安価な労働力を梃にしつつ、日本
を含む先進国向けの高い製品やサービスを提供する形態が一般的であった。

これまでのモデル

直面する課題

問と解の検討

21世紀に入り、台頭する韓国や中国企業等に押されて日本は市場の優位性を失っ
ていく。また、新興国自身も急速な社会のデジタル化によって市場が急成長し、ユニ
コーン企業数も飛躍的に増加する等、市場の面でも企業発展の面でもまさにリープフ
ロッグを遂げるようになったといえる。現地マーケットに競争優位性を見いだせず、決断
が遅い等の企業体質に関する課題を抱える日本企業は、提携先として疑念のまなざ
しさえ向けられることもある事態となってしまった。

日本企業は今後どのようにマーケット獲得や競争優位性の確保を図るべきか？そも
そも目指すべき像はそれで良いのか？
今後の政策検討に当たって、現下のファクトや今後日本に求められる価値も踏まえつ
つ、関東経済産業局にてグローバル価値共創調査事業を行い、問への解を検討した。

はじめに
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１．前提となるファクト、整理学

２．関東経済産業局のグローバル価値共創調査

３．気付き等
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1.1 国際情勢や新興国市場を踏まえた日本の役割
 持続可能性・公平性が追求され、新興国が成長する中で、日本の役割は変化している。

1960年代
（20世紀後半）

1980-2010年頃
（20世紀末～

21世紀初頭）

出所：
・伊藤亜聖「共創パートナーとしての日本」（NIRA総合研究開発機構オピニオンペーパー、2021）
・岩崎薫里「第２ステージに突入した東南アジアのスタートアップ」(環太平洋ビジネス RIM 2022)
・トラン・ヴァン・トゥ、苅込 俊二「アジアの雁行型発展と貿易構造の変化」(季刊 国際貿易と投資 Winter2015)
（上記を基に坂本にて加工作成）

2010年頃
～現在

新興国の発展系譜 日本の新興国ビジネス国際的にクローズアップ
されてきた価値

■輸出・開発援助者たる日本
・円安を背景に製造業中心の輸出ビジ
ネス等により「高度経済成長」を実現

・開発援助(ODA)の実施及び(東南ア
ジア等への)戦後賠償の実施

■南北問題の時代
・植民地宗主国から独立後、貧困削減等の
「発展途上国」としての課題を内包

・イマニュエル・ウォーラーステインの世界システ
ム論での「周辺」として存在

■工業化・市場化の時代
・新興工業国化(冷戦や開発独裁等の文脈は存在)
・市場経済への移行（制度整備等）
・ミレニアム開発目標(MDGs)、

BRICs論、消費市場への注目
・多国籍企業の活躍・グローバルバリューチェーンの
広がり

■成長・デジタル化の時代
・現地社会課題解決の要請、well-beingの追求
・グローバルバリューチェーンの深化
・デジタルの普及によるビジネス・生活における「リー
プフロッグ」の顕在化、スタートアップ企業勃興

■先進工業国/課題先進国・日本
・プラザ合意後の円高を背景に、現地工場
建設等による対外直接投資の拡大、「ト
ヨタ生産方式」導入等による技術移転

・「質の高いインフラ」輸出・投資を掲げた現
地市場獲得

■共創パートナーとしての日本
・ベンチャー投資や協業、市場開拓
・デジタル・ヘルスケア等の課題対応
・新興国の実態を踏まえた国際ルール
への参画

■資本/自由主義経済の成長
・貿易障壁の削減を通じた「効率性」、
「自由化」の追求

（冷戦下における”西側”の経済成長・
優位性確立）

■グローバル市場経済の最大化
・「多国籍企業」等の活躍による世界
各地でのビジネス拡大

・株主の価値最大化
・二国間、多国間での経済連携

■持続可能で公正な社会
・データや重要技術含め、多角的分野か
らなる「経済安全保障」の確保

・気候変動、新型コロナウィルス、人権、
グローバルイシューの顕在化
→ 持続可能な開発目標(SDGs)の

重要性の高まり
65 25

5
インド 東南アジア 日本

ユニコーン
企業数(2022.5)

出所：CB Insights
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1.1 持続可能性の要請、社会課題市場の拡大
 世界的に、持続可能な社会への実現要請が上昇傾向にある。
 新興国には、各社会課題に一定の市場規模が存在する。

✓国連責任ある投資原則（PRI）への署名機関と
運用資産総額の推移

出所：UNPRI

総資産額：約121兆USD
署名機関数：3826者

✓期待される市場機会創出額の地域別シェア

※2015年の市場規模割合

出所：通商白書2021（Better Business Better World 2017）



1.2 参考：把握すべき通奏低音事象（デジタル）

MaaS：公共交通システム、ライドシェア・レンタル/リース等
スマート道路：状態検知、車との情報共有、太陽光発電舗装等
発電・配電、資源供給、エネルギー効率化、再エネ、投資
フィンテック：支払・eコマース・バンキング・資産運用等への活用
製造インフラ：IoT工場、自動ロボット、3Dプリンター等
遠隔治療、電子健康記録、モバイルヘルス、デジタル錠剤等
交通・エネルギーマネジメント、災害アラート、監視システム等
ECプラットフォーム、運送・倉庫ロジ
衛星データ利活用：地球の地表データ測定・検知等
デジタルサイネージ・ネット広告、管理分析ソフト等
基地局、ルーター、アクセスポイント等の関連機器
スマートラベル、食のトレーサビリティ関連、スマート・フィッティングルーム等
テーマパーク系：チケット、食事、お土産、アトラクション
作物・家畜モニタリング、屋内農業、養殖等のハード/ソフト
乗客情報システム、スマート改札、車両ネットワーキング、安全管理
オンライン授業、コンテンツ編集ソフト、メッセージボード等での個別学習支援
IoTによる在庫管理、荷物の安全管理や追跡システム等
水質・水量管理、スマート灌漑、安全システム（盗水対策）等
ゴミ回収・廃棄業、回収箱や収集車のセンサー、仕分けシステム等
スマート港湾：港間情報共有、港湾場所予約・管理、ゲート自動開閉
eスポーツビジネス：コンテンツ、スポンサー契約、広告、興行収入

モビリティ
道路
エネルギー・電力

金融
製造
医療・ヘルスケア

スマートシティ
EC
宇宙
広告
通信
流通
娯楽
アグリ
鉄道
教育
物流
水
廃棄物
港湾
eスポーツ

分野名
✓2025年の東南アジアの分野別市場規模

定義
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※世界市場予測を、東南アジアの人口（2020年見積）で按分して試算（既存インフラは除く）

市場規模額 年間平均成長率（2019年-2025年） 【data source】 Market Research Future, Market Data Forecast, IEA, Grand View Research, Mordor 
Intelligence, Markets And Markets, Statista, technavio, BIS Research, UN World Population Prospects
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0.1未満
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出所：経済産業省 インフラ海外展開懇談会（2020）

 各ビジネス分野に関する新規デジタルビジネスの機会は、東南アジア含め世界で成長。
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1.2 参考：把握すべき通奏低音事象（新興国の若者世代の社会認識）

 新興国においても、社会課題解決に問題意識を持つ若者世代が多く存在する。

出所：「アセアン生活者研究2021」（博報堂生活総合研究所アセアン、2021年）

経済的不安、格差、政治不安、紛争、人権問題、コロナなど、上の世代が生み出した問題が多く残る不安定な社会に生きる （ASEANの）Z 世代。
仲間と一緒に社会課題を解決したいと考えていることがインタビューで多数、見受けられた。

（ASEAN各国インタビューからの発言抜粋）
・「タイのほとんどの Z 世代が私たちと同じように、将来のことを心配しています。社会や経済、自分の人生をどう生きるかなどを気にしている。誰もが良い人生を送りたいと思っ
ています。私たちの世代は、もう子供ではありません。私たちの世代は、自分の考えを持ち、以前の世代よりも SNS などで自分自身を表現するようになりました。」（タイ
/20 歳/大学生）

・｢私の理想の人生像においてもっとも重要なことは、社会貢献活動です。現在も友人と一緒に活動を行っていて、恵まれない子供たちに英語やパブリックスピーキングを教え
たり、野生生物の保護、川の清掃などをしたりしています。」(インドネシア/17 歳/高校生)



1.2 参考：把握すべき通奏低音事象（サプライチェーンリスク）
 「サプライチェーン」「取引先」等の観点からも、環境や人権等の価値が高まる。

9

顧客価値 環境価値 人権価値 地政学的価値 イメージ価値 その他の価値

✓非経済的価値を含むサプライチェーン関連論文数
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✓非経済的価値を含むサプライチェーン関連論文割合

出所：福岡功慶・坂本雅純. (2021)「サプライチェーン・マネジメントにおける非経済的価値の多様化について」RIETI から加工作成
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2.0 基本情報：令和3年度 関東経済産業局 グローバル価値共創調査
調査名 グローバル課題の解決に向けた日本の中堅・中小企業と海外企業等との共創に関する調査

背景・仮説

 国内需要（人口）の飽和・縮小。経済のグローバル化の成熟
 企業活動や経済は「効率性」ばかりでなく「持続可能性」や「公平性」が求められる時代へ
 日本の中堅・中小企業におけるグローバル化の在り様は変化

【仮説】
今後は、新興国の成長企業と対等に協業して社会価値を新たに生み出す「価値共創（※）」型が求められる？
※価値共創：社会課題や市場ニーズに基づき新たな製品やサービスを創出すること。

ステークホルダー間の協業（M&Aや合弁会社設立を含む）によって価値を生み出す行為

事業概要

Task①：日本の中堅・中小が「価値共創」によるグローバル展開すべき地域及び分野等の特定
→ ターゲットすべき地域や社会課題を特定し、集中的に検討

Task②：日本の中堅・中小企業と海外現地企業等との「価値共創」事例調査
→ 事業展開している日本の中堅・中小企業や、現地企業、支援機関等にヒアリングし、技術や要因を分析

Task③：「価値共創」案件の創出活動の試行的実施
→ 分野や技術等を鑑み、有望な日本の中堅・中小企業と現地企業によるピッチイベントの開催

Task④：「価値共創」に向けた政策の在り方検討
→ 経済産業省等の既存の支援策を分析・整理しながら、「価値共創」実現のための支援の在り方を考察

委託先
委託期間

ＥＹ新日本有限責任監査法人
令和３年１０月２９日～令和４年３月２８日



2.1 Task① 有望な地域と社会課題分野の特定
 地域や社会課題の観点から、日本の中堅・中小企業が参入ポテンシャルを持つ、６つのターゲットを特定した。

① 国・地域の特定 ② 社会課題の特定

 国ごとの社会課題の多寡（国民総所得）
 現地事業環境（人口やGDP成長率等）
 日本との政治・経済的関係（通商・貿易、他外交関係）

中
堅
・
中
小
企
業
の
参
入
余
地

(

特
定
製
品
・
技
術
で
の
参
入)

新興国における社会課題の頻出度

※イメージ

各国政府系文書、グローバルレポート、現地報道など数百本から解析
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農業生産性（肥料・営農等）

健康衛生・予防（栄養・衛生・予防等）

医療アクセス（診断・創薬・治療等）

南アジア（インド、バングラデシュ、パキスタン、スリランカ）

南アジア（インド、バングラデシュ、スリランカ）

東南アジア（インドネシア、マレーシア）

東南アジア（ﾍﾞﾄﾅﾑ、ﾌｨﾘﾋﾟﾝ、ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ、ﾗｵｽ、ﾏﾚｰｼｱ、ﾀｲ）

フードロス対応（流通・加工・小売等）

東アフリカ（ケニア、タンザニア、ルワンダ）

東南アジア（ﾍﾞﾄﾅﾑ、ﾌｨﾘﾋﾟﾝ、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ、ﾏﾚｰｼｱ、ﾀｲ）

×

×

×

×
×
×③

６
つ
の
タ
ー
ゲ
ッ
ト
特
定

 直接/間接投資動向（日本からの輸出額や進出企業数）
 海外展開の実現可能性（昨今の政治状況等）

ショート
リスト

サプライチェーン

食料と農業
食料生産性、加工、流通、再肥料化 等

健康と福祉
衛生・予防、医療技術、医療アクセス 等

都市

エネルギー

食
料
と
農
業

健
康
と
福
祉

ロング
リスト

バ
リ
ュ
ー
チ
ェ
ー
ン
毎
に
分
解



2.2 Task② 「価値共創」事例調査

現地側(企業/団体) 10者 国内関係者 (関係機関) 10者国内側(企業) 16者ヒアリング

社会課題（分野）×地域 課題を解決し得る技術（例）

食
料
と
農
業

農業生産性×東南アジア
（インドネシア、マレーシア）

育種・育苗技術（種子部門の研究開発やバイオ技術）
元肥・追肥技術（化学農薬/肥料の代替となる生物農薬や有

機肥料の技術）

フードロス対応×東南アジア（ベトナム、フィリピン、カ
ンボジア、ラオス、マレーシア、タイ）

運搬技術（コールドチェーンの拡大技術、冷蔵設備を備えた輸
送機）

食品加工技術
農産物加工技術

フードロス対応×南アジア（インド、バングラデシュ、ス
リランカ）
フードロス×東アフリカ（ケニア、タンザニア、ルワンダ）

健
康
と
福
祉

予防・衛生環境不足×南アジア（インド、バングラデ
シュ、パキスタン、スリランカ） 医薬品の生産・加工（創薬、衛生管理キット等）

飲食・接種（免疫維持の健康食品等）

医療アクセス不足×東南アジア（ベトナム、フィリピン、
インドネシア、カンボジア、シンガポール、マレーシア、タ
イ）

検査・診断技術（非感染症疾患向けのポータブルかつ安価な検
査キットや医療機器、遠隔医療分野）

ターゲット領域での「価値共創」に合致する日本の技術の整理

 各者ヒアリングにより、地域×課題ごとに有望な日本の技術を分析した。
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2.2 Task② 「価値共創」事例調査

現地側(企業/団体) 10者 国内関係者 (関係機関) 10者国内側(企業) 16者ヒアリング

「価値共創」型ビジネス成功の要因と課題の整理

成功要因

社内の外国人活用 or 現地法人で現地採用
前職でネットワークを保有
付き合いのある日本企業の紹介で現地パートナーとコネクト
海外志向の経営者の存在

製品の試用期間を設けた結果、口コミにより好評価拡散
日本国内でトップシェア実績の高品質・高機能な製品

課題

自社資金の範囲内での実施
農水省「アフリカ等のフードバリューチェーン課題解決型市場開拓

事業」助成金の獲得

 JETRO専門家から知見の入手
現地法人設立での生情報収集
法律事務所からの情報入手

海外展開人材の不足
信頼できる最初のパートナーを見つけるのに苦労
協業体制を構築するまで苦労
日本側での管理人材増員の必要性

品質を落としての他国メーカーとの競争
法規制関連のニッチ情報入手や現地の製品規格対応に課題
自社製品の模造品販売事件

金融機関からの融資実行が困難
現地政府の支払い遅延リスク
高額な現地コンサルタントフィーや製品認証費用

現地インフラの未整備
デジタルデータ規制
担当官によって規制の判断が異なる

 各者ヒアリングにより、ビジネス展開の成功/課題要因を分析した。
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2.3 Task③ 「価値共創」案件の創出活動の試行的実施
 日本企業・現地企業を募り、共創の機会を探るマッチングイベントを分野毎に実施。
 プロセス内各種情報の精緻な分析・共有等、企業のフォロー体制充実が重要と判明。

価値共創プロセス（仮説）

①精緻な社会課題情報の抽出

②日本企業が持つ技術要素の
抽出・タグ付け

③現地企業のニーズ/シーズの抽
出・タグ付け

④イベント等を通じた案件組成
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日本側
(企業・団体)

現地側
(企業・団体)

現地社会課題

案件組成に向けた機運醸成

技術/
製品

技術/
製品

技術/
製品

要素
（提供価値）

要素
（提供価値）

メタ化

メタ化

メタ化

ニーズ
情報

ニーズ
情報

ニーズ
情報

要素
（要求価値）

要素
（要求価値）

メタ化

メタ化

事象 事象

価値共創へ
（各要素のマッチング可能性検討） 要素

（要求価値）

メタ化

社会課題テーマ②
“医療アクセス“

（3/15火@オンライン） 技術/
製品

メタ化

ニーズ
情報メタ化

要素
（提供価値）

要素
（提供価値）

要素
（必要な価値）

要素
（必要な価値）

社会課題テーマ①
“農業生産性 “

（3/3木@オンライン）

満足・やや満足, 
約9割

普通, 約1割

結
果 ＜参考＞

イベントの満足度
参加者回答

今後の協業に向けて必要となる事項（参加者回答）
 協業をサポートしてくれる人材の存在
 協業可能な分野・技術領域の可視化

 現地規制情報等の提供
 マッチングイベントの定期的な開催 等

一度のイベント
だけでは不足



日本の海外展開人材
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2.4 Task④ 政策の在り方検討
 「価値共創」の基本理解、支援策の充実に加え、継続的・有機的な支援機関同士の連携が重要。

Individual 

Community

Eco-
System

望
ま
し
い
支
援
の
持
続
可
能
性

高

低

有
機
的
な
連
携
支
援

体
制
の
構
築

各
機
関
に
よ
る

必
要
支
援
策
の
充
実

基
本
的
な
思
考
の
整
理

社会課題から技術情報までを整理し、企業へ情報提供

食
料
と
農
業

農業
生産性

フードロス
対応

育種/育苗

元肥・追肥

栽培・管理

刈取・脱穀

設計

製造・加工

散布・使用

結果分析

測量/測定技術

有機物反応
制御技術

温度制御技術

攪拌制御技術

異
分
野
企
業
等
の

参
入
可
能
性

製
造

使
用

コーディネータ人材の提供

外国籍の知日人材

企業 企業 企業

人材紹介
支援機関の
サービス

場(ポータルサイト)の提供 場(マッチング)の提供

現地社会課題・規制情報等の提供

日本企業の技術要素の抽出

各支援機関の施策情報掲載

企業 企業

現地社会課題

日
本
企
業

現
地
企
業

技
術
要
素

ニ
ー
ズ/

シ
ー
ズ

必要価値

価値共創

案件組成

価値の還流による、各支援機関がwin-winとなる「エコシステム」の醸成

支援機関同士の日頃からの連携 （【国内外】・【官民】・【ヒト・モノ・カネ・情報】の各プレイヤー）

価値
共創

日本企業・業界団体等 現地企業・業界団体等

社会的価値 … SDGs達成への貢献、生活の質改善
経済的価値 … 市場拡大・リバースイノベーション・雇用創出・技術革新

価値の
還流

価値の
還流

有機的な
連携

繋がり・場

知識・経験

繋がり



１．前提となるファクト、整理学

２．関東経済産業局のグローバル価値共創調査

３．気付き等
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3.1 取組を通じての気付き（私見）
 中堅・中小企業の海外展開は古くて新しいテーマ。各支援策を深化・連携させ、官民・国

内外支援機関による「エコシステム」を醸成できるかが鍵。

環境や人権配慮性、生産
拠点の地政学的リスク含

デジタル技術やデータ活用を通じた

① サプライチェーン全体の可視化

② リスク構造の理解

③ 生産性向上とリスク対応を同時
実現する戦略策定とその実装

18

市場等認識 企業の課題 支援の課題 直近必要なこと
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

（Policy discussion paper

）

中
堅
・
中
小
企
業
の

グ
ロ
ー
バ
ル
価
値
共
創

マネジメント対象

マネジメント内容

マネジメント粒度

直接の取引先のみならず、間接の
取引先・代替候補先等へと拡大

拠点単位に留まらない
詳細情報をリアルタイムで

1. サプライチェーン戦略への非経済
的価値反映のガイドライン策定

2. サプライチェーン可視化等の企業
戦略策定支援

3. 企業のサプライチェーン可視化の
実装支援(補助金等)

4. 政府による司令塔機能の創設や
政府間連携原則（サプライ
チェーン強靭化原則）、企業間
の情報共有の支援等

テーマ自体が新しく、
新しく支援策を創設
する必要あり

国内需要(人口)の飽和・縮小
経済のグローバル化の成熟

日本・世界の市場

創出すべき価値

中堅・中小企業の在り方

企業活動や経済は「持続可能
性」や「公平性」が求められる

Tier・業種・地域等を超えて、
グローバル化の在り様は変化

 コーディネート人材の不足

 現地課題や規制情報の不足

 資金不足

 継続的な支援の享受
等

1. 【知識・経験】社会課題から技術
情報を整理し、企業へ情報提供

2. 【場・繋がり】コーディネート人材獲
得の支援や、企業マッチング・情
報ポータルサイト等の「場」の提供

3. 【有機的な連携】支援機関同士
の連携によるエコシステムの醸成

 【知識・経験】、【場・繋がり】は、
関連する支援策が既にある

 あとは（異動による担当者変更
等に左右されず！）【有機的な
連携】を実現する必要有
そのために、
→支援企業情報の共有
→連携を重んじる評価制度構築
が求められる

支援策の創設・充実

支援する個別企業情報の接続
支援サービスの連携

出所：
福岡 功慶・坂本雅純（2021）「サプライチェーン・マネジメントにおける非経済的価値の多様化について」RIETI
関東経済産業局（2022） 「グローバル課題の解決に向けた日本の中堅・中小企業と海外企業等との共創に関する調査」



グローバル
（社会課題、市場）

3.2 関東経済産業局の位置付け
 関東経済産業局は、自身が企業支援プレイヤーであると同時に、支援関連ステークホル

ダー間のカタライザー・バランサーの役割を担うことができる。

関東経済産業局ならではのポジション 官民エコシステムにおける役割

価
値

共
創

ローカル
（地域企業、技術）

施策の
均てん化

施策
改善本省 地域

19

＜官民エコシステム全体のカタライザー・バランサー＞
 中堅・中小企業への適切な公的支援策情報の提供
 支援機関/施策同士の連結（支援機関等へとの連携）
 支援に関する不足点の特定・考察
 本省の通商・貿易政策と中堅・中小企業支援取組との

接続

例：中小企業海外展開支援施策集の取りまとめ策定



中堅・中小企業による
グローバル価値共創の実現を目指して

（QAディスカッション）
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Q1：中堅・中小企業の海外展開の在り方

Q2：調査事業の所感、インプリケーション

Q3：今後の支援の方向性
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Q1：中堅・中小企業の海外展開の在り方

Q2：調査事業の所感、インプリケーション

Q3：今後の支援の方向性
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Q1：中堅・中小企業の海外展開の在り方

 持続可能性・公平性が追求され、新興国が成長する中で、日本の役割は変化している。

1960年代
（20世紀後半）

1980-2010年頃
（20世紀末～

21世紀初頭）

出所：
・伊藤亜聖「共創パートナーとしての日本」（NIRA総合研究開発機構オピニオンペーパー、2021）
・岩崎薫里「第２ステージに突入した東南アジアのスタートアップ」(環太平洋ビジネス RIM 2022)
・トラン・ヴァン・トゥ、苅込 俊二「アジアの雁行型発展と貿易構造の変化」(季刊 国際貿易と投資 Winter2015)
（上記を基に坂本にて加工作成）

2010年頃
～現在

新興国の発展系譜 日本の新興国ビジネス国際的にクローズアップ
されてきた価値

■輸出・開発援助者たる日本
・円安を背景に製造業中心の輸出ビジ
ネス等により「高度経済成長」を実現

・開発援助(ODA)の実施及び(東南ア
ジア等への)戦後賠償の実施

■南北問題の時代
・植民地宗主国から独立後、貧困削減等の
「発展途上国」としての課題を内包

・イマニュエル・ウォーラーステインの世界システ
ム論での「周辺」として存在

■工業化・市場化の時代
・新興工業国化(冷戦や開発独裁等の文脈は存在)
・市場経済への移行（制度整備等）
・ミレニアム開発目標(MDGs)、

BRICs論、消費市場への注目
・多国籍企業の活躍・グローバルバリューチェーンの
広がり

■成長・デジタル化の時代
・現地社会課題解決の要請、well-beingの追求
・グローバルバリューチェーンの深化
・デジタルの普及によるビジネス・生活における「リー
プフロッグ」の顕在化、スタートアップ企業勃興

■先進工業国/課題先進国・日本
・プラザ合意後の円高を背景に、現地工場
建設等による対外直接投資の拡大、「ト
ヨタ生産方式」導入等による技術移転

・「質の高いインフラ」輸出・投資を掲げた現
地市場獲得

■共創パートナーとしての日本
・ベンチャー投資や協業、市場開拓
・デジタル・ヘルスケア等の課題対応
・新興国の実態を踏まえた国際ルール
への参画

■資本/自由主義経済の成長
・貿易障壁の削減を通じた「効率性」、
「自由化」の追求

（冷戦下における”西側”の経済成長・
優位性確立）

■グローバル市場経済の最大化
・「多国籍企業」等の活躍による世界
各地でのビジネス拡大

・株主の価値最大化
・二国間、多国間での経済連携

■持続可能で公正な社会
・データや重要技術含め、多角的分野か
らなる「経済安全保障」の確保

・気候変動、新型コロナウィルス、人権、
グローバルイシューの顕在化
→ 持続可能な開発目標(SDGs)の

重要性の高まり
65 25

5
インド 東南アジア 日本

ユニコーン
企業数(2022.5)

出所：CB Insights 23



Q1：中堅・中小企業の海外展開の在り方

Q2：調査事業の所感、インプリケーション

Q3：今後の支援の方向性

24



Q2：調査事業の所感、インプリケーション
 日本企業・現地企業を募り、共創の機会を探るマッチングイベントを分野毎に実施。
 プロセス内各種情報の精緻な分析・共有等、企業のフォロー体制充実が重要と判明。

日本側
(企業・団体)

現地側
(企業・団体)

現地社会課題

案件組成に向けた機運醸成

技術/
製品

技術/
製品

技術/
製品

要素
（提供価値）

要素
（提供価値）

メタ化

メタ化

メタ化

ニーズ
情報

ニーズ
情報

ニーズ
情報

要素
（要求価値）

要素
（要求価値）

メタ化

メタ化

事象 事象

価値共創へ
（各要素のマッチング可能性検討） 要素

（要求価値）

メタ化

社会課題テーマ②
“医療アクセス“

（3/15火@オンライン） 技術/
製品

メタ化

ニーズ
情報メタ化

要素
（提供価値）

要素
（提供価値）

要素
（必要な価値）

要素
（必要な価値）

社会課題テーマ①
“農業生産性 “

（3/3木@オンライン）

満足・やや満足, 
約9割

普通, 約1割

結
果 ＜参考＞

イベントの満足度
参加者回答

今後の協業に向けて必要となる事項（参加者回答）
 協業をサポートしてくれる人材の存在
 協業可能な分野・技術領域の可視化

 現地規制情報等の提供
 マッチングイベントの定期的な開催 等

一度のイベント
だけでは不足
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価値共創プロセス（仮説）

①精緻な社会課題情報の抽出

②日本企業が持つ技術要素の
抽出・タグ付け

③現地企業のニーズ/シーズの抽
出・タグ付け

④イベント等を通じた案件組成



Q1：中堅・中小企業の海外展開の在り方

Q2：調査事業の所感、インプリケーション

Q3：今後の支援の方向性
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日本の海外展開人材
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Q3：今後の支援の方向性
 「価値共創」の基本理解、支援策の充実に加え、継続的・有機的な支援機関同士の連携が重要。

Individual 

Community

Eco-
System

望
ま
し
い
支
援
の
持
続
可
能
性

高

低

有
機
的
な
連
携
支
援

体
制
の
構
築

各
機
関
に
よ
る

必
要
支
援
策
の
充
実

基
本
的
な
思
考
の
整
理

社会課題から技術情報までを整理し、企業へ情報提供

食
料
と
農
業

農業
生産性

フードロス
対応

育種/育苗

元肥・追肥

栽培・管理

刈取・脱穀

設計

製造・加工

散布・使用

結果分析

測量/測定技術

有機物反応
制御技術

温度制御技術

攪拌制御技術

異
分
野
企
業
等
の

参
入
可
能
性

製
造

使
用

コーディネータ人材の提供

外国籍の知日人材

企業 企業 企業

人材紹介
支援機関の
サービス

場(ポータルサイト)の提供 場(マッチング)の提供

現地社会課題・規制情報等の提供

日本企業の技術要素の抽出

各支援機関の施策情報掲載

企業 企業

現地社会課題

日
本
企
業

現
地
企
業

技
術
要
素

ニ
ー
ズ/

シ
ー
ズ

必要価値

価値共創

案件組成

価値の還流による、各支援機関がwin-winとなる「エコシステム」の醸成

支援機関同士の日頃からの連携 （【国内外】・【官民】・【ヒト・モノ・カネ・情報】の各プレイヤー）

価値
共創

日本企業・業界団体等 現地企業・業界団体等

社会的価値 … SDGs達成への貢献、生活の質改善
経済的価値 … 市場拡大・リバースイノベーション・雇用創出・技術革新

価値の
還流

価値の
還流

有機的な
連携

繋がり・場

知識・経験

繋がり



ご視聴ありがとうございました。
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